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先般、４年ぶりとなる関東江津会が開催され、関東近
郊にお住いの江津市出身者約100名出席のもと盛大に
開催されました。7月23日には関西江津会が開催予定
です。コロナ禍で中止を余儀なくされてきましたが、以前
と同様の形で開催ができたのも、役員の皆様のご尽力に
よるものであり、心から敬意と感謝を申し上げます。
参加された皆様は一様に、ふるさとの現状を気にされ
ていました。一方で、ビジネスプランコンテストによる創
業や江津工業団地への企業立地、有福温泉の再生等の
江津の新たな息吹に大きな期待と関心を寄せていただ
いていることが分かりました。出身者の皆さんからいた
だいたパワーで暑い夏を乗り越えたいと思います。

６月定例会ではこんなことが決まりました

■ 令和５年度一般会計補正予算（第１号）

エネルギー価格・物価高騰対策など総額４８億円を措置

■ 令和５年度一般会計補正予算（第２号）

特典付き飲食券を追加発行するため6,600万円を計上

■ 知事等の給与の特例に関する条例

知事及び副知事の退職手当を減額するための所要の改正

■ 森林環境譲与税の譲与基準の見直しを求める意見書

森林の多い地域への配分割合を高める見直しを行うこと

■ 生涯を通じた国民皆歯科検診の実現を求める意見書

歯科口腔保健推進法の改正等必要な法整備を求めるもの

エネルギー価格・物価高騰対策のための補正予算が可決されました

開始日時 場 所

８月１９日(土)

１８：００～
渡津地域コミュニティ交流センター

８月２５日(金)

１８：３０～
佐々木凖三郎記念館

概ね１時間程度で、どなたでもご参加いただけま
す。気軽にご参加ください。ぜひご参加下さい。

■ 中小企業特別高圧電力緊急対策…４億4,000万円

国が行う電力等の価格高騰対策に含まれていない特別高圧
契約で電力を利用する中小企業に電気料金の一部を支援

■ 種苗生産施設経費軽減緊急対策…360万円

漁業者の負担軽減を図るため電気料金等の一部を支援

■ 物価高騰緊急支援事業…16億4,442万円

県内の医療機関、介護施設、障がい者福祉施設、保育施設、
公衆浴場等に対して応援金を支給するもの

■ 指定管理制度導入施設の指定管理料…２億3,434万円

光熱費の上昇を踏まえ令和５年度の指定管理料を増額

■ 公共交通事業者への燃料費高騰支援…5,748万円

県内公共交通事業者に対し、燃料費の一部を支援

■ 子ども食堂緊急支援…2,710万円

困難を抱える子どもたちが安心して過ごせるよう
居場所を提供する子ども食堂の運営経費を支援

■ 学校給食等緊急対策…1,099万円

特別支援学校12校、松江工業高校(定時制)の給食費を支援

■ 教員の負担軽減・確保対策…2,636万円

教員の負担軽減対策として、スクールロイヤー(弁護士)の
配置、スクールカウンセラーの配置を拡充するもの

■ 特別支援学校校舎等整備事業・・・2,100万円

浜田養護学校の教室不足や校舎の施設規模等の検討を実施

■ 県内航空路線維持事業…1,220億円

県内３空港における利用促進協議会の取組を支援

県政報告会のご案内

第１部・県政報告、第２部を参加された皆さんとの意
見交換の２部構成で実施します。県政全般について
車座で意見交換を行います。

防災地域建設委員会での審査の様子



２期目最初の一般質問を行いました
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路線バスの廃止について

県内の他のバス路線も利用者の減、
収支の悪化をもって廃止される懸
念があるが、他路線への影響と対
策について伺う。

地域振興部長：有福線は、国の補助
対象である幹線。令和４年度におい
て幹線は、県内に１７路線ありますが、
有福線を含む１１路線で収支率５０％
を下回っている。今後、他のバス路
線においても、見直しを行われるこ
とが懸念される。県としては、バス
路線が、地域に安心して住み続ける
上で、重要な基盤であることを踏ま
え、バス事業者の経営状況や乗務員
不足等の課題に対して、バス事業者
としっかりと意見交換を行い、関係
市町村と課題を共有するなど、必要
な対応を行う。

事業者が廃止理由の一つに掲げる
乗務員の確保について、県内の状
況はどうか。また乗務員確保に向け
た対策が急務ではないか。

地域振興部長：島根県旅客自動車
協会によると、バス事業者の乗務員
数は、平成２９年度末では、６４８名
であったのに対し、令和３年度末で
は、５９４名と４年間でおよそ１割減
少している。また、乗務員が高齢化
しており、平均年齢が５０代以上の
事業者が多い状況。今後、この状況
が続くとバス事業者が路線の廃止
を申し入れる事案が増えることが懸
念される。県では、今年度、協会が
実施する乗務員確保の取組に対し
て、支援を行うこととしている。

江津地域の県立高校の在り方について

この度の高校の在り方の検討は、
江津市内の県立２高校を対象とし
ている。この検討に至った背景は。

教育長：両校とも定員80人に対
し、入学者数と定員充足率は、江
津高が66名で82.5％、江津工業
高が45名で56.2％となっている。
今後、江津市内の中学校卒業生の
推計は、９年間で２２．２％の減で、
その減少傾向が顕著と言える。また
令和8年度には、江津市内の中学校
卒業者のうち、両校への進学者数
がそれぞれ１学級４０人に満たない
状況が予測される。このため江津
地域の子どもたちの教育環境を最
優先に検討していく必要があると
の判断した。

２校の在り方について、今後どの
ような方向性で検討していくのか。

教育長：両校を統合し、新たに１学
年３学級の高校を設置することを基
本として、検討を進めていきたい。
具体的には、進学を念頭においた１
学科１学級と、工業教育の１学科２学
級を設定したい。
これらにより、これまで両校が築い
てきた学びを更に充実させ、地域の
中学校卒業生の進路の選択肢を確
保し、子どもたちにとっても地域に
とっても魅力ある高校づくりを進め
たい。新たに設置する高校は、工業
教育の実習施設や設備が必要であ
ることから現在の江津工業高校の
場所を念頭に検討する。

今後、どのようなスケジュールを
考えているのか伺う。

教育長：７月中に、学校関係者や地
域の方々を対象とした説明会を開
催し、８月から県総合教育審議会に
おいて、議論を始める。あわせて、
両校の学校運営協議会やコンソーシ
アムからも意見を伺い、いただいた
意見などを踏まえて検討を重ね、都
度、県議会にも相談し、できれば年
内に、基本的な方針を決定したいと
考えている。
なお、新たに設置する高校の開校
時期につきましては、教育課程の検
討や、それを実現するための施設
整備を伴うことから、令和１０年度
前後になろうかと思っている。

６月定例会一般質問は３項目を質問しました。今月号では、江津地域の

県立高校の在り方についてと路線バスの廃止について紹介をします。い

ずれも人口減少を起因とした問題で、江津にとっては重要な課題であり

ます。市と考えを共有しながら対応して参ります。

バス路線の廃止については、地元
への丁寧な説明と十分な議論の時
間の確保が必要。県の関わりが必
要ではないか。

地域振興部長：バス路線の維持・確
保については、地域の通院や通学な
どの移動ニーズを把握している市町
村が主体となって取り組んでいるこ
とから、路線廃止の申し入れがあっ
た場合も、単一の市町村内で完結す
る路線については、その市町村が主
体となって取り組まれることが基本。
一方で、複数の市町村を跨る広域的
な路線については、県がその運行費
の一部を支援していることや、広域
的な調整が求められる場合があるこ
とから市町村からの求めがあれば、
県も関係者間の協議に参加したい。

動画はこちら


